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地域再生計画 

 

１ 地域再生計画の名称 

  「とやま未来創生」企業の地方移転・拠点強化促進計画 

 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

  富山県 

 

３ 地域再生計画の区域 

  富山県の全域  

 

４ 地域再生計画の目標 

４－１ 富山県の産業の特長 

本県は、大正時代から豊富な水資源と低廉な電力を活用した重化学工業や紡績産業が立地

し、戦後は新産業都市構想を背景にアルミ等の金属や、工作機械、自動車等の機械関連産業

の集積が進んでいる。近年、これらの古くからの企業が電子材料分野で新たに事業展開する

とともに、県外から電子部品、デバイス、電子材料産業の新規立地も進む等、今日では日本

海側屈指の工業集積を形成している。 

また、「くすりの富山」として古くからの歴史を有する医薬品分野では、平成 17 年の薬事

法改正に伴う医薬品製造のアウトソーシングの完全自由化や、国の後発医薬品（ジェネリッ

ク）の使用促進策等を背景として、医薬品生産金額が平成 17年の 2,636億円（全国８位）か

ら平成 25年の 6,089億円（全国３位）へと近年急速に拡大する等、医薬品生産の一大拠点と

なっている。本県の医薬品製造業の特長は、新薬をはじめ後発医薬品（ジェネリック）、一般

用（ＯＴＣ）医薬品、配置薬、原薬まで多種多様な製薬企業及び関連産業が集積しているこ

とである。 

このように、本県には、高い技術力を背景に基礎素材型、加工組立型、生活関連型の幅広

い産業分野で世界のトップ企業やニッチトップ企業が集積している。 

こうしたことから、本県の産業別就業人口割合では、第２次産業の割合が 33.4％と全国平

均の 23.7％を大きく上回り、全国トップクラスであり、産業構成別製造品出荷額では全国に

比べ、化学工業、金属製品、プラスチックなど、基礎素材型産業の割合が 54.7％（全国 37.0％）

と非常に高い点が特徴となっている。 

製造業で生産金額が大きい主要製品は、化学（医薬品）、金属・非金属製品、電子部品、生

産用機械であり、中でも付加価値が高い製品は、電子部品、化学、生産用機械となっている。 

 

（図表１ 産業別就業人口割合）      （図表２ 産業構成別製造品出荷額割合） 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H22国勢調査     出典：H25 工業統計（経済産業省） 
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（図表３ 本県の製造品出荷額） 

出典：H25 工業統計（経済産業省） 

 

４－２ インフラ整備状況 

 （交通） 

本県は、日本海沿岸部のほぼ中央に位置し、日本海を挟んで中国、韓国をはじめとする東

アジアやロシア極東地域と近接しており、環日本海の重要な交流・物流ネットワークの拠点

となっている。特に大連やウラジオストク等との経済交流が緊密であるが、近年では東南ア

ジアとも活発に行われている。 

アジア全体における県内企業の進出事業所数は、平成 13 年から平成 27 年の間に約 3.8 倍

に増加しており、外国人観光客数も台湾をはじめタイやインドネシアなど東南アジアからの

来訪者が増加している。 

こうした経済交流・物流ネットワークの基盤となっている国際拠点港湾伏木富山港は、平

成 23 年 11 月に国から「日本海側の総合的拠点港」として選定されており、国際定期航路も

５航路、月 39便（10年前の 1.6倍に増加）と着実に充実し、コンテナ取扱個数は平成 26年

に 82,065ＴＥＵと過去最高を更新している。 

富山きときと空港からは、東京、札幌への国内線や、ソウル、大連、上海、台北への国際線

が就航しており、環日本海・東アジアの航空ネットワークが形成されている。 

基幹的高速交通網では、北陸自動車道や能越自動車道のほかにも、平成 20年７月に東海北

陸自動車道が全線開通し、中京圏とのアクセスが大幅に向上した。三大都市圏のいずれから

もほぼ等距離の位置にあるため、物流の観点からも３時間から４時間台での輸送が可能であ

るなど、地理的な優位性も高まっている。平成 27年３月の北陸新幹線開業により、富山～東

京間の移動時間が最短で２時間８分となる等、首都圏とのアクセスが飛躍的に高まっており、

東日本大震災以降、重要性が高まっているリスク分散の観点からも太平洋側の代替補完機能

を有する地域となっている。 

また、富山県内にはＪＲ線、あいの風とやま鉄道、富山地方鉄道、路面電車が整備されて

いるほか、道路整備率が全国１位であるなど、日常生活交通網が充実している。 
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 （図表４ 本県の交通インフラ整備状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（支援機関等） 

本県には、基幹産業である製造業を支えるものづくり人材の教育機関・育成機関として、

富山市に富山大学（工学部・理学部・薬学部・医学部等）、富山国際大学（現代社会学部等）、

富山高等専門学校（工学系）等があるほか、高岡市に富山大学（芸術文化学部）、高岡法科大

学（法学部）、射水市に富山県立大学（工学部）、富山高等専門学校（人文社会系、商船系）が

ある。工業高等学校は、富山市、高岡市、魚津市、砺波市に各１校が配置されている。 

富山県立大学においては、平成 29年４月に医薬品・製剤技術の開発やバイオ医薬品の生産、

再生医療工学などの教育・研究に取り組む「医薬品工学科」を新設するほか、富山大学にお

いては、防災や環境、地方創生について総合的に学ぶ理工系学部を平成 29年４月に新設する

ことを検討している。 

また、職業能力開発機関として、富山市、黒部市及び南砺市に富山県技術専門学院、魚津

市に北陸職業能力開発大学校、高岡市に富山職業能力開発促進センターが配置されており、

企業ニーズに応じた在職者向け訓練のほか、求職者のための実務・実践型の職業訓練を行っ

ている。 

産業支援機関として、富山市に富山県工業技術センター機械電子研究所、(公財)富山県新

世紀産業機構、高岡市に富山県工業技術センター中央研究所、富山県ものづくり研究開発セ

ンター及び富山県総合デザインセンター、射水市に富山県薬事研究所、富山県衛生研究所及

び富山県環境科学センター、南砺市に富山県工業技術センター生活工学研究所が設置されて

いる。 

  （公財）富山県新世紀産業機構内にある「産学官連携推進センター」においては、産学官

の連携を図るため企業と大学・研究機関相互のコーディネートを行う等、県内企業の独自技

術、新商品の開発、新分野進出に向けた取組を支援している。 
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４－３ 近年の人口動向及び企業立地動向と今後の見通し 

（１）人口動向 

 本県の人口は、平成 10 年の 1,126 千人をピークに減少傾向にあり、平成５年には 65 歳以

上（老年）人口が 15歳未満（年少）人口を上回りその差は拡大している。 

 また、人口の社会増減については、平成 10 年に転出超過（社会減）となり、全国と同様、

転出超過の状況が続いている。平成 24年 10月から平成 25年９月までの１年間の転出超過は

1,810人（転入：16,010人、転出：17,820人）となっており、その内訳は 15歳から 29歳ま

での若者が転出超過数全体の 82％（1,484 人）であり、特に 20 歳から 24 歳の女性が多い。

これは県外大学等への進学や大学卒業時の県外就職などがその要因と考えられる。 

  

（２）近年の企業立地動向 

  本県は自然的、社会的に見ても、概ね「新川地域」、「富山地域」、「県西部地域」の３つの圏

域を形成しており、それぞれ地域の特色を活かした産業が発展している。 

  各圏域における具体的な立地動向については下記のとおりである。 

  

 ①新川地域 

  ＹＫＫグループが東京都千代田区にある本社機能の一部（法務・知財、人事、経理、国

際部門等）を黒部市に移転し、平成 28年３月までに 230人が異動する予定のほか、平成 27

年４月にはＹＫＫ ＡＰ株式会社が県内の研究開発や試験・検証部門を集約した研究開発拠

点「Ｒ＆Ｄセンター」を着工した。 

  

 ②富山地域 

  平成 26年５月にアクティブファーマ株式会社が、北陸最大の内陸型工業団地である富山

八尾中核工業団地内に医薬品原薬の製造工場を新設し、平成 27年度の本格稼動に向けて試

験生産を開始した。平成 28年１月にはユースキン製薬株式会社が、同団地内に横浜工場の

生産機能を全面移転する予定である。 

  また、平成 26年８月に株式会社富山村田製作所がスマートフォンやタブレット向けの電

子部品工場を増設し稼動させたほか、平成 27年６月にＮＧＳアドバンストファイバー株式

会社が次世代航空機エンジン部品向け特殊繊維の生産工場を増設し、平成 29年１月に操業

開始の予定である。 

  

 ③県西部地区 

  平成 27年４月に株式会社プレステージ・インターナショナルが、射水市において大規模

コールセンターを開設し、５年後の 1,000名体制を目標として業務を開始した。 

  また、平成 27年７月には本州日本海側初のアウトレットモールで 173店舗が出店してい

る「三井アウトレットパーク北陸小矢部」が開業したほか、平成 27年８月には会員制倉庫

型量販店である「コストコ」が開業する等、女性の雇用が多く期待できる幅広い企業の立

地が進んでいる。 
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（図表５ 本県の企業立地動向） 

項目 区分 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 

雇用創出数 

（人） 

富山県全域 520 242 220 361 722 

 うち新川地域 30 0 11 50 0 

 うち富山地域 320 163 147 213 287 

 うち県西部地域 170 79 62 98 435 

新規立地 

（件） 

富山県全域 13 13 12 15 16 

 うち新川地域 0 1 2 2 0 

 うち富山地域 5 7 4 7 10 

 うち県西部地域 8 5 6 6 6 

新規立地面積 

（ha） 

富山県全域 26 10 17 14 17 

 うち新川地域 0 1 2 1 0 

 うち富山地域 4 5 10 10 8 

 うち県西部地域 22 3 6 4 10 

出典：経済産業省「工場立地動向調査」等より富山県作成 

 

（３）今後の見通し 

 本県では、自然災害等に対する企業のリスク分散の観点や、東海北陸自動車道や伏木富山

港等のインフラ整備の進展に加え、北陸新幹線の開業も追い風となり、生産拠点の新増設が

進んでいる。特に医薬品製造のアウトソーシングの増加や、国の後発医薬品（ジェネリック）

の使用促進策を背景として、県内の製薬会社が平成 26年以降に計画する設備投資額は、過去

最高の 900億円を超える見込みである。 

 

４－４ 地方創生・人口減少対策 

  これまでも本県では、ＵＩＪターンや定住・半定住の促進、企業誘致、仕事と子育ての両

立支援等、若者や女性の定着に向けた取組を推進しており、例えば大学卒業者のＵターン就

職率の向上（Ｈ18年３月卒：51.3％→H26 年３月卒：57.6％）、定住者の増加、新分野の企業

の新増設、女性の雇用が多く期待できるコールセンターや小売業など幅広い企業の立地、本

社機能や研究所の全部又は一部移転の動きが広がってきている。 

 また、本県においては、雇用の受け皿として、ものづくり企業が大きな位置を占めている

が、人口減少等により地域の将来が懸念されるなか、地域の活力を維持・向上させていくた

めには、女性や若者がその能力を発揮して活躍できる社会の創造は不可欠であり、これらの

人材を呼び込む、より多様な企業誘致が一層重要になる。 

 少子高齢化や人口減少が進行するなかで、日本の再生・再興に向けて地方創生を推進して

いくには、とりわけ東京圏から地方への人の流れを作ることが重要であり、本社機能の移転

や研究開発拠点の拡充等により、魅力のある企業が地方に増えていくことが必要であるため、

今後とも、富山県の産業が持続的に発展し安定的な雇用を生み出せるよう、産業の活性化や

成長力のある企業の誘致に積極的かつ戦略的に取り組む。 
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４－５ 地域再生計画の目標 

  本県では、企業の立地環境を整備することにより、企業の本社機能移転や拠点強化を支援

し、地域における就労機会の創出等を図ることを目標とする。 

 （１）目標１ 就労機会の創出 

   地方活力向上地域等特定業務施設整備事業の実施により、令和 14年度末までに 700人の雇

用機会の創出を図る。 

 

 （２）目標２ 東京 23区内からの企業の新規立地 

   東京 23区内にある企業の本社機能等の移転を伴う新規立地等（移転型事業の認定件数）に

ついては令和 14年度末までに 12件とする。 

 

 （３）目標３ 域内企業の拠点拡充及び東京 23区外からの企業の新規立地 

   域内企業の本社機能等の拡充を伴う新規立地等及び東京 23 区外の地域にある企業の本社

機能等の移転を伴う新規立地等（拡充型事業の認定件数）については令和 14年度末までに 46

件とする。 

 

５ 地域再生を図るために行う事業 

５－１ 全体の概要 

  本県では、企業立地等に係る補助制度及び地方税の不均一課税制度の創設、企業の新規立

地等に関する支援体制の構築、産学官共同研究の推進による成長産業の育成・支援等、立地

環境を整備することにより、企業の本社機能の移転や拠点強化を促進し、当該地域における

就労機会等の創出を図る。 

 

５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 

（１）支援措置の名称及び番号 

  地方における本社機能の拠点の強化を行う事業者に対する特例 

（内閣府、総務省、厚生労働省、経済産業省） 

【Ａ３００５】  

 

（２）地方活力向上地域 

  ①法第十七条の二第一項第一号に掲げる事業の対象となる地方活力向上地域 

富山市、高岡市、魚津市、氷見市、滑川市、黒部市、砺波市、小矢部市、南砺市、 

射水市、舟橋村、上市町、立山町、入善町、朝日町の一部区域（別紙１のとおり） 

   ②法第十七条の二第一項第二号に掲げる事業の対象となる地域 

    ・新川地域 魚津市、黒部市、入善町、朝日町の一部区域 

    ・富山地域 富山市、滑川市、舟橋村、上市町、立山町の一部区域 

    ・県西部地域 高岡市、氷見市、砺波市、小矢部市、南砺市、射水市の一部区域 

（別紙２のとおり） 
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（３）地方活力向上地域の設定について 

  ①移転型事業の対象地域 

本県は東西 90km、南北 76km とコンパクトで中央部に富山平野が大きく広がるまとまり

の良い地形であることや基幹的高速交通網と日常生活交通網が充実していることから、県

内の主要都市が相互に 30分以内で結ばれている。 

    本県の産業構造は、全国と比べて製造品出荷額、就業人口とも第２次産業の割合が高く、

アルミ等の金属産業や機械産業、医薬品等の化学産業等を中心に日本海側屈指の工業集積

を形成している。特に、基礎素材型産業の割合が高く、当該分野で高いシェアを有する企

業が少なくない等、我が国の自動車産業や電子電機産業を支える高い技術力を誇る企業を

擁している。 

こうしたことを踏まえ、平成 19 年７月に「富山県企業立地促進計画」を策定し、「①環

境・エネルギー関連産業」、「②ものづくり関連産業」、「③医薬・バイオ・健康生活関連産

業」、「④情報サービス関連産業」、「⑤物流関連産業」を集積業種として定め、その集積及

び本県産業の高度化を進めてきたところである。 

陸海空のインフラ整備に伴うアクセスの向上、地震、台風などの自然災害が少なく、リ

スク分散に最適な安心・安全な富山県の立地環境が改めて評価されており、今後は東京圏

等からの本社機能や研究開発拠点の移転・拡充が見込まれる。  

   

②拡充型の対象地域 

    拡充型の対象地域である「新川地域」、「富山地域」、「県西部地域」の各地域の特色は、

以下のとおりである。 

（ⅰ）新川地域（構成市町村：魚津市、黒部市、入善町、朝日町） 

人口は本県の 11.5％（約 12.3 万人）を占め、昼夜間人口比率は 97.7％、人口千人あ

たりの事業所数は 54.8箇所、面積は 924k㎡である。 

豊富な水資源や高度なものづくり技術を活かしたアルミ等の金属製品、電子材料・部

品、一般機械等の産業が集積している。また、職業能力開発機関として、富山県技術専

門学院新川センター（黒部市）、北陸職業能力開発大学校（魚津市）が設置されている。 

     また、当該地域は、県東部の新たな玄関口である北陸新幹線黒部宇奈月温泉駅を核と

した地域公共交通ネットワークの整備や交通アクセスが充実している。 

     地域内の分譲中の工業用地としては、黒部市に石田企業団地がある。 

 

（ⅱ）富山地域（構成市町村：富山市、滑川市、舟橋村、上市町、立山町） 

人口は本県の 47.0％（約 50.3万人）を占め、昼夜間人口比率は 103.1％、人口千人あ

たりの事業所数は 53.0箇所、面積は 1,843k㎡である。県内の他地域からの転入が多く、

夜間（常住）人口よりも昼間人口の方が多い。 

医薬品産業や一般機械産業などの成長力のある企業が集積しているとともに、富山大

学（富山市）等の高等教育機関をはじめ、富山県工業技術センター機械電子研究所（富

山市）等の試験研究機関が設置されている。また、職業能力開発機関として、富山県技

術専門学院本校（富山市）が設置されている。 

     当該地域は北陸新幹線、富山港、富山きときと空港等、環日本海・アジア地域へ広が

る広域的な交流・物流ネットワーク拠点を有している。 

     地域内の分譲中の工業用地としては、上市町に花子田地区がある。 
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（ⅲ）県西部地域（構成市町村：高岡市、氷見市、砺波市、小矢部市、南砺市、射水市） 

人口は本県の 41.5％（約 44.4 万人）を占め、昼夜間人口比率は 96.8％、人口千人あ

たりの事業所数は 56.9箇所、面積は 1,479k㎡である。 

高岡銅器や井波彫刻等が伝統産業として受け継がれているとともに、臨海工業地域を

中心にアルミ、鉄鋼等の金属製品や化学産業が集積している。 

産業支援機関として富山県工業技術センター中央研究所、富山県ものづくり研究開発

センター（高岡市）、富山県薬事研究所（射水市）等が設置されている。また、職業能力

開発機関として、富山県技術専門学院砺波センター（南砺市）や富山職業能力開発促進

センター（高岡市）が設置されている。 

当該地域では北陸新幹線、東海北陸自動車道、能越自動車道、伏木富山港等の交通基

盤の整備が進み、東海・飛騨地方との交流も盛んである。北陸新幹線の開業に合わせて、

大規模商業施設の進出が相次いでおり、新たな雇用の創出や県外からの集客が見込まれ

る地域である。 

     地域内の分譲中の工業用地として、射水市に富山新港臨海工業用地、七美工業団地及

び大島企業団地、高岡市に四日市工業団地、大滝工業団地、小矢部市に小矢部フロンテ

ィアパーク、砺波市に青島工業団地、南砺市に梅原南工業団地があるほか、工場適地も

多数ある。 

 

 

    （図表６ ３地域別・年齢別人口割合） 
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     （図表７ 通勤による市町村間の流出入人口） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（図表８ ３地域別 昼夜間人口移動状況）  
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新川 石田企業団地 黒部市 黒部市 8 4.2 7 3.8 1 0.4

富山 花子田地区 上市町 上市町 1 0.8 - - 1 0.8

富山新港臨海工業用地 射水市 富山県 76 426.8 69 413.9 7 11.1

七美工業団地 射水市
射水市土地

開発公社 14 7.2 12 5.8 2 1.4

大島企業団地 射水市 射水市 21 11.9 20 9.4 1 2.5

四日市工業団地 高岡市 高岡市 5 4.5 2 0.9 3 3.6

大滝工業団地 高岡市 高岡市 3 1.9 2 1.1 1 0.8

小矢部フロンティアパーク 小矢部市 中小機構 21 12.7 13 9.8 8 2.9

青島工業団地 砺波市 砺波市 1 2.1 - 1.8 1 0.3

梅原南工業団地 南砺市 南砺市 2 2.2 - 0.7 2 1.5

152 474.2 125 447.2 27 25.3

（平成27年８月末現在）

面積
（ha）

工業用地名 市町村 造成主体
区画数

面積
（ha）

　造成済

合計　

県西部

地域
分譲済
（ﾘｰｽ含む）

未分譲

区画数
面積
（ha）

区画数

【

（図表９ 県内工業用地）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）地方活力向上地域等特定業務施設整備事業の内容等 

  イ 地方活力向上地域等特定業務施設整備事業 

① 事業概要（移転型事業）： 

民間企業等により実施される東京 23 区から本社機能の移転を伴う特定業務施設等の整

備。 

     実施期間：平成 27年９月以降～令和 15年３月 

     実施場所：上記（２）①に記載する移転型事業の対象地域内 

 

   ・ＹＫＫグループが、黒部事業所内にＹＫＫ株式会社及びＹＫＫ ＡＰ株式会社の東京にあ

る本社機能の一部を移転し、東京から 230人を異動させる計画。 

     実施場所：ＹＫＫグループ 黒部事業所内（黒部市） 

     実施期間：平成 24年８月～平成 28年３月 

 

・株式会社ベセルが、立山イノベーションパーク内に建設中の新工場内に設置する事務所

に、東京本社より人員の移転を計画。 

     実施場所：立山町鉾木地内 

     実施期間：平成 27年６月～平成 27年 12月（着工：平成 27年６月） 

 

② 事業概要（拡充型事業）： 

民間企業等により実施される拡充型事業の対象地域内における特定業務施設等の整備。 

     実施期間：平成 27年９月以降～令和 15年３月 

     実施場所：上記（２）②に記載する拡充型事業の対象地域内 
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   ・ＹＫＫ ＡＰ株式会社が、黒部荻生製造所内において、県内の研究開発や試験・検証部

門を集約した研究開発拠点「Ｒ＆Ｄセンター」を建設中。 

     実施場所：ＹＫＫ ＡＰ株式会社 黒部荻生製造所内（黒部市） 

     実施期間：平成 27年４月～平成 27年 12月（着工：平成 27年４月） 

 

 ・富山化学工業株式会社が、富山事業所にある工場を改修し、開発研究用施設を建設中。 

     実施場所：富山化学工業株式会社 富山事業所内（富山市） 

     実施期間：平成 27年５月～平成 28年２月（着工：平成 27年５月） 

 

 ・ダイト株式会社が、富山市内の本社工場近接地において、研究施設を建設中。 

     実施場所：ダイト株式会社 本社工場近接地（富山市） 

     実施期間：平成 27年７月～平成 28年２月（着工：平成 27年７月） 

 

 ・日本カーバイド工業株式会社が、全国に分散していた研究施設を集約し、滑川市内の早

月工場敷地内に研究開発拠点を建設中。 

     実施場所：日本カーバイド工業株式会社 早月工場敷地内（滑川市） 

     実施期間：平成 27年９月～平成 28年 10月（着工：平成 27年９月） 

 

・株式会社ピーエーワークスが、南砺市内において本社を移転するため、新社屋を建設中。 

     実施場所：南砺市立野原東地内 

     実施期間：平成 27年８月～平成 28年４月（着工：平成 27年８月） 

 

ロ 地方税の不均一課税制度 

   本県における地方税の不均一課税制度については下記のとおりである。 

事業主体 
条例制定 

時期 
施行時期 税目 減免の内容 

減収補てんの 

適否 

移転型 拡充型 

富山県 
平成 27 年９

月 
公布日施行 

事業税及び 

不動産取得税 
不均一課税 ○ ○ 

 

５－３ その他の事業 

 ５－３－１ 地域再生基本方針に基づく支援措置 

  該当なし 

 

５－３－２ 支援措置によらない独自の取組 

 イ 工業団地整備事業 

   北陸新幹線の開業や北陸自動車道、能越自動車道等の交通インフラの整備状況を踏まえ、

下記のとおり、新たな工業団地の整備を行う。 

事業主体 場 所 面 積 事業開始時期 近隣ＩＣ 

氷見市 氷見市大浦 約１０ha Ｈ27 年度中 能越自動車道高岡北ＩＣ 

滑川市 滑川市安田 約５ha Ｈ27 年度中 北陸自動車道滑川ＩＣ 

朝日町 朝日町草野 約４ha Ｈ27 年度中 北陸自動車道朝日ＩＣ 
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立

地

企

業 

県 

（立地通商課） 

県所管部局 

 

市町村 

（企業誘致担当課） 

市町村所管部局 

工業用水・インフラ整備、農地転用 

開発行為、環境保全、人材支援など 

 農業委員会、地元調整、上水道など 

電力会社・ガス会社 大学等教育機関 

調整 

調整 

連

携 

 

協議 

・調整 

相談・意見 

個別訪問等 

連

携 

 

 ロ 事業者向け相談窓口の設置及び支援体制 

   現在、「富山県企業誘致推進本部」（本部長：知事 事務局：富山県商工労働部立地通商課）

のもと、企業立地の案件に応じて、県及び立地予定市町村の関係部局等から成る支援チーム

を設置し、事業者が必要な情報（工場適地、関係法規制、行政手続、教育・住生活環境等）を

迅速に提供するとともに、立地に伴う許認可等諸手続に関して、事業者と県・市町村関係部

局との間の事前調整・情報交換の機会を提供し、申請・事務手続の円滑化・迅速化を図って

いる。 

   また、設備投資の意思決定から操業開始が迅速かつ円滑に進むよう、企業立地に係る県（商

工労働部立地通商課）及び市町村（企業立地担当課）の窓口を明確化するとともに、首都圏

本部（東京）及び大阪・名古屋事務所の企業誘致担当が県外企業との連絡調整に対応してい

る。 

   引き続き、同様の支援体制のもと、富山県商工労働部立地通商課内に相談窓口を設置し、

市町村とも緊密に連携しながら企業の本社機能の移転や拠点強化を支援していく。 

 

（図表 10 事業者向け支援体制） 
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 ハ 地方拠点強化に関する補助金 

  本社機能移転及び民間研究所立地への支援制度は下記のとおりである。 

 

  （本社機能移転への支援制度の概要） 

事業主体 
立地助成 雇用助成 

助成率 限度額 要件 助成額 限度額 要件 

富山県 10% 
5 億円 

(知事特認 30 億円) 

5 千万円以上 

5 人以上 
－ － － 

富山市 

2.5% 

(製造業 5%) 

5 千万円 

(製造業 1 億円) 

5 億円以上 

5 人以上 

(製造業 10 人) 50 万円/人 

県外からの 

転居者分は 

25 万円上乗せ 

1.5 億円 10 人以上 

賃料の 1/2 

3.6 千万円 

(100 万円/月、 

3 年間） 

県外から市内都

心地区への移転 

200 ㎡以上 

20 人以上 

高岡市 
5% 

(特定団地 10%) 

1.2 億円 

(特定団地 2 億円) 

1 億円以上 

50 人以上 

(製造業 30 人) 

50 万円/人 1 億円 10 人以上 

滑川市 
固定資産 

相当額 
5 千万円 

2.5 千万円以上 

雇用効果が大 

(市長特認) 

－ － － 

黒部市 － － － 
市内 25 万円/人 

市外 10 万円/人 
100 万円/年 5 人以上 

砺波市 － － － 市内 20 万円/人 1 千万円 
3 千万円以上 

3 人以上 

小矢部市 5% 1 億円 

1 億円以上 

10 人以上 

雇用効果が大 

(市長特認) 

市内 20 万円/人 3 千万円 10 人以上 

入善町 5% 500 万円 

5 千万円以上 

10 人以上 

(中小企業 5 人) 

－ － － 
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  （民間研究所立地への支援制度の概要） 

事業主体 
立地助成 雇用助成 

助成率 限度額 要件 助成額 限度額 要件 

富山県 15～20% 1.5～5 億円 
1 億円以上 

5 人以上 
50 万円/人 1 億円 

3 千万円以上 

10 人以上 

富山市 15～20% 1～2 億円 3 人以上 

50 万円/人 

県外からの 

転居者分は 

25 万円上乗せ 

1.5 億円 5 人以上 

高岡市 
5% 

(特定団地 10%) 

1.2 億円 

(特定団地 2 億円) 

1 億円以上 

10 人以上 

(中小企業 3 人) 

50 万円/人 1 億円 5 人以上 

滑川市 7.5～10% 5 千万円～2.5 億円 
2.5 千万円以上 

3 人以上 
－ － － 

入善町 5% 500 万円 
5 千万円以上 

5 人以上 
20 万円/人 1 千万円 

1 億円以上 

10 人以上 

 二 合同企業説明会等の開催 

  事業概要：富山県内で正社員として就職を希望する学生、一般求職者、Ｕターン就職希望者

等を対象に合同企業説明会等を開催する。 

  実施主体：富山県、ヤングジョブとやま、富山労働局 

  実施時期：平成 27年７月より各年度 10回程度開催 

 

 ホ 富山県ものづくり研究開発センターを拠点とする産学官連携の促進 

  事業概要：産学官が連携して技術開発などに取り組む、県内ものづくり産業振興の拠点であ

る、「富山県ものづくり研究開発センター」において、マグネシウム合金など新素

材の開発を支援する「高機能素材ラボ」、３Ｄプリンターなどを活用した新商品開

発を支援する「デジタルものづくりラボ」の運用を開始。  

  実施主体：富山県 

  実施時期：平成 27年４月開始 

 

６ 計画期間 

  地域再生計画認定の日から令和 15年３月 31日まで 

 

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

７－１ 目標の達成状況に係る評価の手法 

４に示す地域再生計画の目標については、各年度終了後に必要な調査を行い状況の把握をし、

達成状況の評価、改善すべき事項の検討を行うこととする。 
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７－２ 目標の達成状況に係る評価の時期及び評価を行う内容 

区分 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R１年度  R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

目標１(累計) 

雇用創出人数 25 人 180 人 240 人 370 人 500 人 550 人 600 人 625 人 640 人 

（うち新川地域） （10 人） （115 人） （115 人） （125 人） （135 人） （135 人） （150 人） （155 人） （160 人） 

（うち富山地域） （15 人） （55 人） （65 人） （165 人） （265 人） （285 人） （320 人） （335 人） （345 人） 

（うち県西部地域） （－人） （１０人） （６０人） （80 人） （100 人） （130 人） （130 人） （135 人） （135 人） 

目標２(累計) 

移転型認定件数 ２件 ２件 ３件 ５件 ７件 ８件 ９件 10 件 10 件 

（うち新川地域） （１件） （１件） （１件） （２件） （２件） （２件） （２件） （２件） （２件） 

（うち富山地域） （１件） （１件） （１件） （２件） （３件） （３件） （４件） （５件） （５件） 

（うち県西部地域） （-件） （－件） （１件） （１件） （２件） （３件） （３件） （３件） （３件） 

目標３(累計) 

拡充型の認定件数 ８件 ９件 ９件 14 件 20 件 24 件 28 件 32 件 35 件 

（うち新川地域） （１件） （１件） （１件） （２件） （４件） （４件） （６件） （７件） （８件） 

（うち富山地域） （４件） （４件） （４件） （７件） （10 件） （12 件） （14 件） （16 件） （18 件） 

（うち県西部地域） （３件） （４件） （４件） （５件） （６件） （８件） （８件） （９件） （９件） 

 

区分 R6 年度 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度  R11 年度 R12 年度 R13 年度 R14 年度 

目標１(累計) 

雇用創出人数 640 人 645 人 685 人 685 人 690 人 690 人 695 人 695 人 700 人 

（うち新川地域） （160 人） （160 人） （160 人） （160 人） （160 人） （160 人） （165 人） （165 人） （165 人） 

（うち富山地域） （345 人） （350 人） （350 人） （350 人） （350 人） （350 人） （350 人） （350 人） （350 人） 

（うち県西部地域） （135 人） （135 人） （175 人） （175 人） （180 人） （180 人） （180 人） （180 人） （185 人） 

目標２(累計) 

移転型認定件数 10 件 10 件 10 件 11 件 11 件 11 件 11 件 12 件 12 件 

（うち新川地域） （２件） （２件） （２件） （２件） （２件） （２件） （２件） （２件） （２件） 

（うち富山地域） （５件） （５件） （５件） （６件） （６件） （６件） （６件） （７件） （７件） 

（うち県西部地域） （３件） （３件） （３件） （３件） （２件） （３件） （３件） （３件） （３件） 

目標３(累計) 

拡充型の認定件数 35 件 36 件 37 件 38 件 39 件 40 件 42 件 44 件 46 件 

（うち新川地域） （８件） （８件） （８件） （８件） （８件） （９件） （９件） （９件） （９件） 

（うち富山地域） （18 件） （19 件） （19 件） （20 件） （20 件） （20 件） （21 件） （22 件） （24 件） 

（うち県西部地域） （９件） （９件） （10 件） （10 件） （11 件） （11 件） （12 件） （13 件） （13 件） 

. 

（指標とする数値の収集方法） 

 ・新川地域：魚津市、黒部市、入善町、朝日町 

 ・富山地域：富山市、滑川市、舟橋村、上市町、立山町 

  ・県西部地域：高岡市、氷見市、砺波市、小矢部市、南砺市、射水市 

  ・目標１：雇用創出人数  

    地方活力向上地域等特定業務施設整備計画に関する実施状況報告書に記載された特定業

務施設における雇用実績から算出 
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  ・目標２：移転型事業の認定件数 

    富山県知事が認定した地方活力向上地域等特定業務施設整備計画（移転型事業）の件数 

 ・目標３：拡充型事業の認定件数 

    富山県知事が認定した地方活力向上地域等特定業務施設整備計画（拡充型事業）の件数 

 

 ７－３ 目標の達成状況にかかる評価の公表の手法 

  ４―５に示す地域再生計画の目標の達成状況については、各年度終了後の評価内容を、速や

かに本県のホームページ上で公表する。 

 

 

 

 

   (変更履歴) 

   平成２７年１０月２日認定 

平成２８年６月１７日一部変更（拡充型区域の追加） 

平成２９年３月２８日一部変更（拡充型区域の追加） 

   平成３０年３月３０日一部変更（拡充型区域の追加） 

   平成３０年６月２１日一部変更（計画期間延長、目標値の改定） 

   平成３０年１１月９日一部変更（拡充型区域の追加） 

令和元年１１月８日一部変更（拡充型区域の追加） 

令和２年３月３１日一部変更（計画期間の延長、拡充型区域の追加） 

令和２年７月３日一部変更 （目標値の改定） 

令和３年３月３０日一部変更（拡充型区域の追加） 

令和３年７月８日一部変更（拡充型区域の追加） 

令和３年１１月２５日一部変更（拡充型区域の追加） 

令和４年３月３１日一部変更（計画期間の延長、目標値の改定） 

令和４年１１月１０日一部変更（拡充型区域の追加） 

令和５年８月１７日一部変更（拡充型区域の追加） 

令和６年３月２９日一部変更(計画期間の延長、拡充型区域の追加、目標値の改訂) 

令和７年３月３１日一部変更（本文中の文言の一部変更、拡充型区域の追加） 

令和７年９月４日一部変更（拡充型区域の追加） 


